
注：◎は新規施策分
○は大幅増額分
（　　　）は累計額

単位：千円

１　国補正予算（経済対策）への対応 ３１，３９３，８１８

（１）新型コロナ感染症等への対応 ５，７３７，６７２

１ ○ 県立学校感染拡大防止対策事業費（教育委員会　保健体育課）
１３４，４００

県立学校での感染拡大を防止するため必要な衛生用品等を整備する。
整備内容 高圧蒸気滅菌器、CO2モニター、アルコール消毒液　など
負担区分 国1/2　県1/2
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

２ ◎ 特別支援学校衛生施設整備費（教育委員会　特別支援教育課） ７５，０７８

衛生環境設備の老朽化対策と感染リスクの低減に向けた衛生安全対策を実施する。
対象校 しげのぶ、宇和（知）　など　7校
整備内容 多目的トイレの整備、老朽設備の更新、洋式化等
負担区分 国1/3　県2/3

３ ◎ ＩоＴセンサー活用屋内環境可視化検証事業費（経済労働部　産業創出課）
６９，７５５

飲食店等における適切な換気の実施による3密回避を図るため、二酸化炭素の
濃度測定センサーを活用して屋内環境の可視化を実証する。

内容 飲食店、小売店等へのIoTセンサー設置（800か所）
測定データの収集・分析、ホームページ公開　など

委託先 民間事業者
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

４ ◎ ホストタウン等新型コロナウイルス感染症対策基金積立金
（スポーツ・文化部　地域スポーツ課） １３１，００３

ホストタウン等新型コロナウイルス感染症対策交付金を原資として基金を設置し、
東京オリンピック等に係るホストタウン交流における感染症対策を行う。

基金名 愛媛県ホストタウン等新型コロナウイルス感染症対策基金
積立金 ホストタウン等新型コロナウイルス感染症対策交付金
事業内容 選手団の移動・宿泊時の感染症対策、検査の実施　など
設置期間 3年3月～4年3月
負担区分 国10/10

令和２年度２月補正予算について

(219,298)
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５ ○ 生活福祉資金貸付事業費（保健福祉部　保健福祉課） １，７８２，０００

感染症の影響により収入が減少した世帯の資金需要に対応するため、貸付金の原資を
県社会福祉協議会に補助する。

実施主体 （福）県社会福祉協議会
内容

緊急小口資金
貸付対象 感染症の影響を受け、休業等により収入の減少があり、緊急かつ

一時的な生計維持のための貸付を必要とする世帯
限度額 20万円以内
償還期限 2年以内（据置1年以内）
貸付利率 無利子

総合支援資金
貸付対象 感染症の影響を受け、収入の減少や失業等により生活に困窮し、

日常生活の維持が困難となっている世帯
限度額 2人以上世帯：月20万円以内　単身世帯：月15万円以内

（貸付期間：原則3月以内）　
償還期限 10年以内（据置1年以内）
貸付利率 無利子

負担区分 国10/10

６ 自殺相談対策連携強化事業費（保健福祉部　健康増進課） １，６２４

コロナ禍において増加が懸念される自殺者への対策を強化するため、24時間の電話相談を
継続するほか、SNS相談窓口の開設など、相談体制を拡充する。

電話相談体制の強化
内容 県の相談窓口を24時間体制で運用

平日昼間は県保健所等、夜間（17:00～翌日9:00）・休日は委託業者が対応
夜間・休日の通話料を無料化

負担区分 国3/4　県1/4
SNSを活用した相談体制の整備

時間 18:00～22:00（日・水・木曜日）
内容 SNSの相談窓口を開設、検索連動型広告の配信
負担区分 国3/4　県1/4

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

７ 公立高等学校等奨学給付金交付事業費（教育委員会　高校教育課）
７３，４８３

感染症の影響により生活が困窮する低所得世帯の高校生等を支援する。
対象者 2年度奨学給付金受給世帯

（年収270万円未満相当、生活保護世帯を除く）
支給額 全日制（第1子） 26,100円

全日制（第2子以降）、通信制・専攻科 12,000円
負担区分 国10/10

８ 私立高等学校等奨学給付金交付事業費（総務部　私学文書課）
３１，５６４

感染症の影響により生活が困窮する低所得世帯の高校生等を支援する。
対象者 2年度奨学給付金受給世帯

（年収270万円未満相当、生活保護世帯を除く）
支給額 全日制（第1子） 26,100円

全日制（第2子以降）、通信制・専攻科 12,000円
負担区分 国10/10

(10,533,544)

(10,418)

(483,009)

(263,040)
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９ ◎ デジタル化対応産業教育設備整備費（教育委員会　高校教育課）
１，０６２，０１３

地域の産業界を支える職業人材を育成するため、職業学科設置校の産業教育設備の
充実を図る。

工業学科
対象校 松山工業、今治工業　など　7校
導入設備 高精細3Dプリンタ、レーザー加工機等

農業学科
対象校 丹原、伊予農　など　11校
導入設備 複合環境制御装置、レーザー加工システム、人工気象器等

水産・総合・家庭学科
対象校 宇和島水産、川之石　など　4校
導入設備 漁艇、内部品質センサー、調理実習台等

産業教育ICT機器の更新
対象校 三島、宇和島東　など　8校

負担区分 国1/3　県2/3

１０ ◎ 私立高等学校通信環境整備促進事業費（総務部　私学文書課）
５０，０００

感染期においても学校教育を提供できる体制を構築するため、私立高等学校が
行うICT環境整備を支援する。

実施主体 私立高等学校の設置法人
補助対象 校内無線LANネットワークの整備に要する経費
対象件数 10件
補助率 県1/2（上限 1,000万円）
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

１１ ◎ 新型コロナウイルス感染症対応新ビジネスモデル展開促進事業費
（経済労働部　経営支援課） １，１１９，７４５

コロナ禍による社会経済環境の変化に対応するため、県内中小企業者等が実施する
新しいビジネスモデルの展開に向けた取組みを支援する。

事業主体 県商工会連合会
実施主体 県内中小企業者
補助対象 商工会・商工会議所が認めた経営計画に基づく新たな

ビジネス展開に要する経費（事業費75万円以上）
対象件数 1,000件
補助率 県2/3（上限 100万円）
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

１２ ○ 観光客誘客促進事業費（経済労働部　観光物産課） ５６４，９００

県内宿泊旅行を促進し、観光需要の喚起を図る。
事業主体 四国観光立県推進愛媛協議会
対象者 県内宿泊旅行者（11万人泊）
内容 旅行会社の旅行商品又はオンライン旅行会社サイトにより、

県内に宿泊した場合の宿泊料金割引（5千円/人泊）
負担区分 県10/10
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

(1,166,761)
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１３ ◎ えひめ水産応援プロジェクト推進事業費（農林水産部　漁政課） ３９，５１０

感染症の影響により在庫が滞留している県産水産物の消費拡大を図るため、
水産流通事業者の販促を支援するとともに、プロモーションを展開する。

えひめ水産応援プロジェクト推進事業
実施主体 県内に本社を置く水産流通事業者
補助対象 県内外の小売店や飲食店で実施する愛媛水産フェアのPR経費
補助率 県1/2（上限 200万円）

えひめ水産応援プロジェクトプロモーション事業
内容 首都圏料理店のシェフや料理研究家によるSNSを活用した料理イベント

養殖現場へのプレスツアーや消費者向けリモート見学会　など
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

１４ 生活バス路線確保対策事業費（企画振興部　交通対策課） ２５，１１６

感染症の影響により輸送量が減少した生活交通バス路線のうち、市町が行う
準広域的・幹線的路線の維持に対して助成する。

対象者 市町
対象経費 1日当たりの輸送量が15人未満となった生活交通バス路線の運行費の

経常費用と経常収益との差額
補助率 県1/2
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

１５ ◎ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時基金積立金（総務部　財政課）
５７７，４８１

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を原資として基金を設置し、
感染症により影響を受けた中小企業者、漁業者等を支援する。

基金名 愛媛県新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時基金
積立金 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
事業内容 感染症対策資金、漁業近代化資金、漁業者緊急支援資金の利子補給
設置期間 2～7年度
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

（２）防災・減災対策 ２３，６１６，１５５
〔債務負担行為限度額　３９８，０００〕

１６ ○ 原子力災害医療施設整備費（県民環境部　原子力安全対策課） ９，２３８

原子力災害拠点病院に設置しているホールボディカウンタの院内移設を行い、
内部被ばく検査体制の強化を図る。

場所 愛媛大学医学部附属病院
内容 内部被ばく検査用機器の院内移設
負担区分 国10/10

１７ 自然公園等施設整備事業費（県民環境部　自然保護課） ３，９００

事業主体 内子町
事業内容 四国のみち四国カルストルート
補助率 国4.5/10

(73,372)

(367,345)
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１８ 農地防災事業費（農林水産部　農地整備課） ２５４，５２５

地すべり対策事業費 116,025千円
二名地区（久万高原町）抑止工　など　10か所

（国50/100　県50/100）
ため池等整備事業費 23,000千円

半地地区（松山市）堤体工、江良地区（今治市）堤体工
県営 （国55/100　他20/100　県25/100）
団体営 国55/100　県15/100

農業水利施設防災対策事業費 31,500千円
田中地区（宇和島市）頭首工

（国55/100　他8/100　県37/100）
中山間地域総合農地防災事業費 84,000千円

山之内地区（今治市）ため池工　など　4か所
（国55/100　他17.5/100　県27.5/100）

１９ ため池地震防災対策事業費（農林水産部　農地整備課） ８２，９５０

池田地区（新居浜市）耐震対策工　など　4か所
（国10/10・55/100　他11/100　県34/100）

２０ ○ 造林費（農林水産部　森林整備課） ４９６，７３３

造林間伐促進費
920hａ

団体営 国30/100　県10/100

２１ 林道費（農林水産部　林業政策課） １９３，９１０

林道整備事業費
道房掛橋線（内子町）　など　4路線

県営 （国50/100　他10/100　県40/100）
団体営 国50/100　県5/100

２２ ○ 治山費（農林水産部　森林整備課） １，４８２，６００

山地防災治山事業費
粟山地区（四国中央市）アンカー工　など　31か所

（国50/100　県50/100）

２３ ○ 災害林道復旧事業費（農林水産部　林業政策課） ３４８，９１９

30年災 広見日吉線（鬼北町）吹付法枠工　など　4路線
　 補助率 国96.3～98.7％

２４ 地籍調査事業費（農林水産部　農政課） ６０，９００

国土調査法に基づき市町が実施する地籍調査事業に対する負担金
負担区分 国1/2　県1/4　（市町1/4）

２５ 地域高規格道路大洲・八幡浜自動車道整備事業費（土木部　道路建設課）
４６３，１５７

施工箇所 国道197号大洲・八幡浜自動車道
八幡浜道路 (八幡浜市郷～大平）

事業内容 道路改良工、橋りょう工
負担区分 国5.5/10　県4.5/10

(1,397,047)

(584,479)

(4,525,261)

(2,608,085)

(758,650)

(1,517,561)

(1,287,231)

(3,043,439)
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２６ ○ 上島架橋整備事業費（土木部　道路建設課） ２，２２６，３１５

対象路線 岩城弓削線（岩城～生名～弓削）
対象区間 岩城橋工区 岩城～生名（2.0㎞）
事業内容 橋りょう本体工、取付道路工
負担区分 国2/3　県1/3

２７ ○ 道路橋りょう新設改良費（土木部　道路建設課・道路維持課）
４，１７０，６３２

道路改築事業費 1,874,732千円
四国カルスト公園縦断線（久万高原町）　など　42か所

（国2/3～5.15/10　県1/3～4.85/10）
橋りょう補修事業費 936,840千円

国道197号（伊方町）長寿命化　など　23か所
（国6.18/10・5.665/10　県3.82/10・4.335/10）

災害防除事業費 1,359,060千円
皿ヶ峰公園滑川線（東温市）法面工　など　72か所

（国5.665/10・5.5/10・5.15/10　県4.335/10・4.5/10・4.85/10）

２８ ○ 自転車走行環境整備事業費（土木部　道路維持課） ６８，４２１

しまなみ海道の走行環境整備
整備内容 路肩拡幅整備0.5㎞
事業期間 2～3年度

今治市自転車ネットワーク計画に基づく通行空間の整備（車道混在型）
整備内容 今治停車場線0.4㎞　など　4か所

負担区分 国5.665/10　県4.335/10　

２９ ○ 河川総合開発費（土木部　河川課） ８００，１８０

堰堤改良費
須賀川ダム（宇和島市）警報設備改良　など　5か所

治水42.69～89.10％（国4/10　県6/10）　
上水10.90・22.80・24.80％、工水14.10・55.27％、発電2.04・21.45％

３０ ○ 河川改良費（土木部　河川課） ３，３２０，０００

河川改修費
国領川（新居浜市）掘削工　など　56か所

（国1/2　県1/2）

３１ ○ 肱川水系緊急治水対策推進事業費（土木部　河川課） ２，２３３，２２８

激特事業
事業期間 平成30年度～令和5年度
改修事業

施工箇所 肱川（菅田地区）、久米川
事業内容 築堤工、用地補償　など
負担区分 国5.5/10　県4.5/10

直轄事業
施工箇所 肱川（如法寺地区等）
事業内容 築堤工、用地補償　
負担区分 国2.06/3　県0.94/3

新たな計画分
改修事業

施行箇所 肱川（大川～鹿野川地区）　など
事業内容 測量設計、掘削　など
負担区分 国1/2　県1/2

(1,189,996)

(4,753,684)

(6,347,660)

(6,016,401)

(22,270,926)

(294,273)
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３２ ○ 洪水避難支援体制強化事業費（土木部　河川課） ５２，６３１

利水ダムの諸量データの集約化による河川情報等提供体制の強化を図る。
負担区分 国1/2　県1/2

３３ ○ 海岸保全費（土木部　港湾海岸課） １，２３１，５７５

海岸保全施設整備事業費
東予港海岸（西条市）堤防補強　など　17か所

（国1/2　他0・1/6　県1/2・2/6）

３４ ○ 砂防費（土木部　砂防課） ２，０６４，２１１

通常砂防事業費 1,390,527千円
本谷川（伊予市）砂防堰堤工　など　62か所

（国1/2・1/3　県1/2・2/3）
地すべり対策事業費 200,000千円

中峰地区（大洲市）集水井工　など　6か所
（国1/2　県1/2）

急傾斜地崩壊対策事業費 473,684千円
和霊地区（宇和島市）測量設計　など　26か所

（国45/100・40/100　他1.8/100　県53.2/100・58.2/100）

３５ 砂防激甚災害対策特別緊急事業費（土木部　砂防課） １０５，２６４

事業箇所 脇川（西予市）砂防堰堤工　など　4か所
負担区分 国5.5/10　県4.5/10

３６ 港湾建設費（土木部　港湾海岸課） ８８，４２１

港湾整備事業費
三島川之江港（四国中央市）防食工

（国1/3　他2/9　県4/9）

３７ 街路事業費（土木部　都市整備課） １３６，８４２

都市計画街路事業費
余戸北吉田線（松山市）　など　3か所

（国5.665/10　他0.8/10　県3.535/10）

３８ ○ 道後公園史跡環境整備事業費（土木部　都市整備課） １４，７３６

園路舗装・階段の整備
（国1/2　県1/2）

３９ ○ 総合運動公園施設整備費（土木部　都市整備課） ８２，１０５

送水施設の更新　など
（国1/2　県1/2）

４０ ○ 南予レクリエーション都市公園施設整備費（土木部　都市整備課）
８９，４７３

4号公園　ゴーカートピット改修　など　15か所
（国1/2　県1/2）

(1,368,421)

(1,247,337)

(1,592,035)

(28,855)

(192,369)

(265,261)

(126,983)

(2,891,564)

(8,999,542)
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４１ ○ 港湾事業補助金（土木部　港湾海岸課） ２０８，６３２

市町等管理港湾の整備を促進するため、国庫補助事業に対して補助する。
補助対象 八幡浜港（八幡浜市）　など　3か所
補助率 国費控除後の1/3以内

４２ ○ 直轄道路事業費負担金（土木部　道路建設課） １，２２６，２４０

国直轄道路事業（国道11号、国道56号ほか）の道路整備に対する県負担金
県負担率 2.79/10・0.94/3・1/2

４３ ○ 山鳥坂ダム建設費負担金（土木部　河川課） １，１６３，９８８

山鳥坂ダム建設事業のダム本体地質調査・設計等に対する県負担金
県負担率 0.279

４４ ○ 直轄ダム事業費負担金（土木部　河川課） ３１，３３４

国直轄ダム事業（野村ダム）の放流設備整備に対する県負担金
県負担率 0.94/3

４５ ○ 直轄河川事業費負担金（土木部　河川課） ６１８，８３４

国直轄河川改修事業（重信川、肱川）の堤防漏水対策等に対する県負担金
県負担率 0.94/3

４６ ○ 直轄砂防事業費負担金（土木部　砂防課） １５９，８００

国直轄砂防事業（重信川）の砂防堰堤工に対する県負担金
県負担率 0.94/3

４７ 直轄港湾海岸事業費負担金（土木部　港湾海岸課） ８６，７００

国直轄港湾海岸事業（東予港中央地区）の浚渫工に対する県負担金
県負担率 0.867/3

４８ 直轄災害復旧事業費負担金（土木部　河川課） １６，６３６

国直轄災害復旧事業（重信川）に対する県負担金
県負担率 1/3

４９ ダム管理費負担金（企業会計）（公営企業管理局　発電工水課） ３，４０２

新宮ダムの老朽化対策事業に対する県負担金
県負担率 0.54/10

５０ ○ ダム管理費負担金（企業会計）（公営企業管理局　総務課） １９，７２３

黒瀬ダム堰堤改良費負担金

〔ゼロ国債〕

５１ 治山費（農林水産部　森林整備課） 〔債務負担行為限度額　３９８，０００〕

山地防災治山事業費
川下地区（久万高原町）集水井工　など　7か所

（国50/100　県50/100）

(1,187,790)

(257,501)

(61,728)

(513,520)

(5,373,944)

(2,616,983)

(183,684)

(894,748)

(237,703)

8



（３）農林水産業の体質強化 １，６２２，７４９
〔債務負担行為限度額　２９６，５７２〕

５２ 土地改良費（農林水産部　農地整備課） ３１３，９５０

かんがい排水事業費 79,800千円
明浜地区（西予市）畑かん施設　など　3か所

（国10/10・50/100　他25/100　県25/100）
担い手育成基盤整備事業費 234,150千円

新宮・藤木地区（西条市）区画整理　など　5か所
（国50・55/100　他22.5・17.5/100　県27.5/100）

５３ ○ 国営南予土地改良事業費繰出金（農林水産部　農地整備課） ２７，１３４

５４ ○ 国営南予土地改良事業費負担金（特別会計）（農林水産部　農地整備課）
２７，１３４

国営土地改良事業（南予用水地区）の長寿命化対策等に対する県負担金
県負担率 0.88/6

５５ ○ 国営緊急農地再編整備事業費負担金（農林水産部　農地整備課）
２８７，５００

国営緊急農地再編整備事業（道前平野地区）の区画整理等に対する県負担金
県負担率　23/100

５６ ○ 林業成長産業化総合対策事業費（農林水産部　林業政策課） ２１５，２０８

林業の成長産業化を図るため、間伐材の生産と路網整備を推進する。

５７ ○ 水産研究センター施設整備事業費（農林水産部　水産課） ７５１，８２３

ブリやマダイの種苗を安定的に量産できる生産棟などを整備する。
整備場所 水産研究センター
規模・構造 種苗生産棟 S1F 916㎡

稚魚飼育棟 S1F 1,017㎡
事業期間 元年度～4年度
負担区分 国1/2　県1/2

〔ゼロ国債〕

５８ 漁場整備事業費（農林水産部　水産課） 〔債務負担行為限度額　２９６，５７２〕

三崎地区（伊方町）鋼製漁礁　など　8か所
（国50/100　県50/100・2/6・1/10　市町1/6・4/10）

（４）福祉・子育て環境の充実　 ４１７，２４２

５９ ○ 安心こども基金積立金（保健福祉部　子育て支援課） ３０４，７３５

子育て支援対策臨時特例交付金を原資として基金を積み増す。
基金名 愛媛県安心こども基金
積立金 子育て支援対策臨時特例交付金、基金利子
事業内容 不妊治療への支援
負担区分 国10/10

(106,334)

(108,739)

(529,460)

(839,644)

(852,490)

(304,853)

(4,567,085)
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６０ ○ 不妊治療助成事業費（保健福祉部　健康増進課） ４８，０７１

不妊治療の経済的負担を軽減するため、医療保険適用外の高額な医療費への助成を拡充する。
対象者 事実婚を含む夫婦（所得制限は撤廃）
対象治療法 体外受精又は顕微授精
補助額 1回当たり15万円→1回当たり30万円
負担区分 国（基金）1/2　県1/2・0　（松山市1/2）
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、安心こども基金を充当）

６１ 障がい福祉施設整備事業費（保健福祉部　障がい福祉課） ５４，６００

社会福祉法人等が行う障がい福祉施設の新築整備に対し補助する。
対象施設 2施設
補助率 国2/3　県1/3

６２ ○ 障がい福祉業務支援機器導入促進事業費（保健福祉部　障がい福祉課）
９，８３６

施設内の感染拡大防止のため、介護支援機器の導入やICT技術の導入を支援する。
介護支援機器導入支援

補助対象 障害者支援施設、グループホーム（5施設）
対象経費 センサーを活用した遠隔見守りなど介護支援機器の導入経費

ICT導入研修会の開催（3回）
対象 障害福祉サービス事業所（6事業所）
委託先 （公財）介護労働安定センター

ICT導入モデル事業支援
補助対象 障害福祉サービス事業所（6事業所）
対象経費 タブレット端末等ICT機器の導入経費
補助額 1事業所当たり上限 100万円

負担区分 国2/3　県1/3
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

(189,661)

(920,075)

(21,465)
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２　一般政策経費 １３，８４４，７５９

６３ ○ 新型コロナウイルス感染症対策応援基金積立金（総務部　総務管理課）
３４，０１１

寄附金の増

６４ ○ 災害に強い愛媛づくり基金積立金（総務部　財政課） ７００，０００

多額な費用を要する防災・減災対策を積極的に進めていくため、その資金を事前に積み立てる。
事業内容 防災・危機管理体制の充実、災害から県民を守る基盤整備　など

６５ ○ 県有施設更新整備基金積立金（総務部　財政課） ３，７００，０００

県有施設の更新整備を計画的に推進するため、その資金を事前に積み立てる。
事業内容 県有施設の改修、建替え　など

６６ ○ ふるさと納税災害支援寄附金交付金（総務部　総務管理課） ８，０００

令和2年7月豪雨により被災した熊本県への支援として代理収納した寄附金を同県へ交付する。

６７ ○ 税収入払戻金（総務部　税務課） １，２０４，３４０

還付額が見込みを上回ったため

６８ ○ 株式等譲渡所得割交付金（総務部　税務課） ５５１，０００

収入額が見込みを上回ったため

６９ ○ 空港周辺住宅騒音防止対策費（企画振興部　交通対策課） １，５７０

事業主体 松山市
対象地域 空港周辺騒音第1種区域
事業内容 空調機器の再更新事業（実施台数　6台）

空調機器の再々更新事業（実施台数　22台）
補助率 国庫補助金控除後の1/2以内

７０ ○ 「三浦保」愛基金積立金（企画振興部　総合政策課） ４８，００６

株式配当金の増

７１ ○ スポーツ推進基金積立金（スポーツ・文化部　地域スポーツ課）６００，０００

「スポーツ立県えひめ」の実現に向け、スポーツ推進に関する施策を実施するための
資金を事前に積み立てる。

事業内容 スポーツ推進施策の実施

７２ ○ 県民文化会館管理運営委託等経費（スポーツ・文化部　文化振興課）
１２８，９３９

利用料金収入等が減少しているため、施設の維持管理に必要な指定管理委託料を増額する。

７３ ○ 生活文化センター管理委託費（スポーツ・文化部　文化振興課） ７，９２３

利用料金収入等が減少しているため、施設の維持管理に必要な指定管理委託料を増額する。

７４ ○ 萬翠荘管理運営委託等経費（スポーツ・文化部　文化振興課） ５，７８６

利用料金収入等が減少しているため、施設の維持管理に必要な指定管理委託料を増額する。

(272,715)

(21,441)

(24,562)

(2,203,340)

(974,000)

(105,392)

(602,003)

(109,277)

(708,923)
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７５ 生涯学習センター・青少年ふれあいセンター管理運営費
（スポーツ・文化部　まなび推進課） ９，８００

利用料金収入等が減少しているため、施設の維持管理に必要な指定管理委託料を増額する。

７６ 博物館管理運営費（スポーツ・文化部　まなび推進課） ３６，９５０

利用料金収入等が減少しているため、施設の維持管理に必要な指定管理委託料を増額する。

７７ 武道館管理運営費（スポーツ・文化部　地域スポーツ課） ２９，３４７

利用料金収入等が減少しているため、施設の維持管理に必要な指定管理委託料を増額する。

７８ 男女共同参画センター管理委託費（県民環境部　男女参画・県民協働課）
２，０７８

利用料金収入等が減少しているため、施設の維持管理に必要な指定管理委託料を増額する。

７９ 総合社会福祉会館管理運営費（保健福祉部　保健福祉課） ３，１３２

利用料金収入等が減少しているため、施設の維持管理に必要な指定管理委託料を増額する。

８０ ○ 障がい者更生センター運営費（保健福祉部　障がい福祉課） １９，４５１

利用料金収入等が減少しているため、施設の維持管理に必要な指定管理委託料を増額する。

８１ えひめこどもの城運営費（保健福祉部　子育て支援課） １４，２９４

利用料金収入等が減少しているため、施設の維持管理に必要な指定管理委託料を増額する。

８２ ○ 愛媛国際貿易センター管理運営費（経済労働部　産業政策課） ６５，１２６

利用料金収入等が減少しているため、施設の維持管理に必要な指定管理委託料を増額する。

８３ テクノプラザ愛媛管理運営費（経済労働部　産業創出課） ３５３

利用料金収入等が減少しているため、施設の維持管理に必要な指定管理委託料を増額する。

８４ 南予レクリエーション都市公園費（管理運営費）（土木部　都市整備課）
１３，７８４

利用料金収入等が減少しているため、施設の維持管理に必要な指定管理委託料を増額する。

８５ 総合運動公園管理運営費（土木部　都市整備課） １３，６８２

利用料金収入等が減少しているため、施設の維持管理に必要な指定管理委託料を増額する。

８６ とべ動物園管理運営費（土木部　都市整備課） ５８，７０１

利用料金収入等が減少しているため、施設の維持管理に必要な指定管理委託料を増額する。

８７ 道後公園管理運営費（土木部　都市整備課） ２，０９５

利用料金収入等が減少しているため、施設の維持管理に必要な指定管理委託料を増額する。

(368,044)

(207,251)

(432,154)

(52,927)

(67,198)

(63,302)

(57,471)

(220,099)

(184,551)

(100,842)

(175,395)

(497,048)

(178,804)
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８８ ◎ 歴史文化博物館事業推進基金積立金（スポーツ・文化部　まなび推進課）
１００，０００

歴史文化博物館の施策の推進を図るために必要な資金を積み立てる。
基金名 愛媛県歴史文化博物館事業推進基金
積立金 寄附金の1/2に相当する額
事業内容 歴史文化博物館の資料収集や展示事業の運営　など
（参考）

県外在住の個人からの寄附金（2億円）を寄附者の意向を踏まえ2基金で活用
歴史文化博物館事業推進基金及び高齢者施策推進基金にそれぞれ1/2を積立て

８９ ◎ 高齢者施策推進基金積立金（保健福祉部　長寿介護課） １００，０００

高齢者福祉施策の推進を図るために必要な資金を積み立てる。
基金名 愛媛県高齢者施策推進基金
積立金 寄附金の1/2に相当する額
事業内容 在宅介護研修センターのICT環境の整備やオンライン研修の開催　など
（参考）

県外在住の個人からの寄附金（2億円）を寄附者の意向を踏まえ2基金で活用
歴史文化博物館事業推進基金及び高齢者施策推進基金にそれぞれ1/2を積立て

９０ 介護福祉士修学資金等貸付事業費（保健福祉部　保健福祉課） ５，２８２

介護福祉士養成施設の入学者に対する修学資金の貸付等を行い、人材の介護分野への
参入を促進するため、貸付事業実施者に対し貸付原資等の補助を行う。

実施主体 （福）県社会福祉協議会
負担区分 国9/10　県1/10

９１ ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業費（保健福祉部　子育て支援課）
１，４１０

高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関に在学するひとり親家庭の親に対して入学準備
金等の貸付を行い、資格取得を促進するため、貸付事業実施者に対し貸付原資等の補助を行う。

実施主体 （福）県社会福祉協議会
負担区分 国9/10　県1/10

９２ ○ 児童養護施設退所者等自立支援資金貸付事業費（保健福祉部　子育て支援課）
３，５８９

児童養護施設等の退所者に対する家賃相当額や生活費、入所児童等に対する資格取得
経費の貸付を行い、自立を促進するため、貸付事業実施者に対し貸付原資等の補助を行う。

実施主体 （福）県社会福祉協議会
負担区分 国9/10　県1/10

９３ 保育対策総合支援事業費（保健福祉部　子育て支援課） ７，９２５

保育士資格取得のための修学資金の貸付等を行い、保育士の確保を図るため、貸付事業
実施者に対し貸付原資等の補助を行う。

実施主体 （福）県社会福祉協議会
負担区分 国9/10　県1/10

９４ ○ 介護保険財政安定化基金貸付等事業費（保健福祉部　長寿介護課）
１２，０００

市町の介護保険財政の収支不足額について、介護保険財政安定化基金から必要額を
貸し付ける。

無利子貸付金 対象市町 内子町
貸付額 12,000千円

９５ ○ 子ども子育て応援基金積立金（保健福祉部　子育て支援課） ２４，０００

寄附金の増

(60,813)

(44,133)
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９６ ○ 安心こども基金積立金（保健福祉部　子育て支援課） ４０１，５８７

子育て支援対策臨時特例交付金を原資として基金を積み増す。
基金名 愛媛県安心こども基金
積立金 子育て支援対策臨時特例交付金、基金利子
事業内容 幼児教育・保育の無償化に要する市町事務費への支援
負担区分 国10/10

９７ ○ 医師確保奨学基金繰出金（保健福祉部　医療対策課） １０，５６０

奨学金貸与者の義務年限終了に伴い、奨学金相当額を配置先市町から受け入れ、
基金に積み立てる。

９８ ○ 地域医療構想推進費（保健福祉部　医療対策課） １４１，８１６

地域医療構想の達成に向けた取組みを推進するため、医療機関が行う自主的な
病床削減や統合による病床廃止の取組みを支援する。

実施主体 医療機関
内容 病床数の適正化に必要な病床削減数に応じて給付金を支給
負担区分 国10/10

９９ 公立大学法人愛媛県立医療技術大学運営費（保健福祉部　保健福祉課）
３１，１２６

教員の退職手当支給額が見込みを上回ったため

１００ 保険給付費等交付金（特別会計）（保健福祉部　医療保険課）
２，１５７，０３２

給付実績が見込みを上回ったため

１０１ ○ 特別高額医療費共同事業拠出金（特別会計）（保健福祉部　医療保険課）
２６，０６９

事業実績が見込みを上回ったため
負担区分 国10/10

１０２ 返還金（特別会計）（保健福祉部　医療保険課） １，４２３，４１９

国民健康保険事業に係る国への返還金

１０３ 信用保証協会損失補償金（経済労働部　経営支援課） ３，７１０

信用保証協会の代位弁済に対する損失補償

１０４ 農商工連携ファンド返還金（特別会計）（経済労働部　経営支援課）
４，９７０

存続期間が満了したえひめ農商工連携ファンドの未使用額を返還する。
内訳 （独）中小企業基盤整備機構 4,699千円、県 271千円

１０５ ○ 農林水産業体質強化緊急対策基金積立金（農林水産部　農政課）
６００，０００

本県の基幹産業である農林水産業の体質を強化するための対策を緊急に講じる必要が
あるため、その資金を事前に積み立てる。

事業内容 担い手の育成確保、基盤整備、生産振興、販売力強化　など

(604,822)

(706,440)

(148,211)

(712,130)

(113,316,019)

(127,403)
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１０６ ○ アコヤガイへい死対策施設緊急整備事業費（農林水産部　水産課）
１３，７８１

アコヤガイの飼育管理を強化するため、養殖場に環境観測システムを整備する。
整備箇所 宇和島市下波海域、津島町下灘海域、愛南町内海海域
整備内容 水質テレ―メータシステム
補助率 国1/2

１０６ ○ 赤潮特約共済事業費（農林水産部　漁政課） ３３，２０１

事業実績が見込みを上回ったため

１０７ 肱川水系緊急治水対策推進事業費（土木部　河川課） ６３５，４１８

事業期間 平成30年度～令和5年度
直轄事業

施工箇所 肱川（加世地区等）、矢落川（JR橋りょう等） 
事業内容 築堤工、堤防嵩上げ　
負担区分 国2.06/3　県0.94/3

１０８ 直轄道路事業費負担金（土木部　道路建設課） ４７，６２６

県負担率 2.79/10・0.94/3・1/2

１０９ 直轄ダム事業費負担金（土木部　河川課） ６，９６３

県負担率 県0.94/3

１１０ 直轄河川事業費負担金（土木部　河川課） １５９，２８０

県負担率 県0.94/3・1/2

１１１ ○ 直轄砂防事業費負担金（土木部　砂防課） １２２，６３０

県負担率 県0.94/3

１１２ ○ 直轄災害復旧事業費負担金（土木部　河川課） １２，９９７

県負担率 1/3

１１３ ○ 県立学校教育環境整備基金積立金（教育委員会　高校教育課）
５００，０００

教育環境の整備・充実を図るため、その資金を事前に積み立てる。
事業内容 ICT機器、産業教育設備の整備　など

(503,283)

(6,983,078)

(5,421,570)

(190,647)

(1,054,028)

(360,333)

(29,633)

(37,781)

(136,412)
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３　減額補正分 △１８，７３３，９３２

公債費（総務部　財政課） △１，３１７，８１５

借入利率が見込みを下回ったため

公債費（特別会計）（総務部　財政課） △１，３１７，８１５

借入利率が見込みを下回ったため

県債管理基金積立金（総務部　財政課） △１６，９８２

基金運用利率が見込みを下回ったため

災害に強い愛媛づくり基金積立金（総務部　財政課） △６，４３０

基金運用利率が見込みを下回ったため

県有施設維持管理基金積立金（総務部　財政課） △１９，４９５

基金運用利率が見込みを下回ったため

財政基盤強化積立金（総務部　財政課） △１７，２３７

基金運用利率が見込みを下回ったため

利子割交付金（総務部　税務課） △７６，０００

収入額が見込みを下回ったため

地方消費税清算金（総務部　税務課） △１，２７６，０７３

清算額が見込みを下回ったため

地方消費税交付金（総務部　税務課） △１，３４５，９６０

収入額が見込みを下回ったため

配当割交付金（総務部　税務課） △６３，０００

収入額が見込みを下回ったため

自動車税環境性能割交付金（総務部　税務課） △１１４，０８７

収入額が見込みを下回ったため

法人事業税交付金（総務部　税務課） △１７９，０００

収入額が見込みを下回ったため

ふるさと振興資金交付金（総務部　市町振興課） △１９９，３８７

サマージャンボ宝くじ発売益金等の減によるもの

私立学校運営費補助金（総務部　私学文書課） △５５，６１７

対象生徒数が見込みを下回ったため

(1,595,000)

(558,964)

(3,504,442)

(2,076,863)

(245,000)

(35,949,227)

(29,507,620)

(657,000)

(323,873)

(81,020,157)

(116,792,130)

(7,502)

(702,493)

(7,505)

16



私立高等学校等就学支援金補助金（総務部　私学文書課） △５９８，２５８

対象生徒数が見込みを下回ったため

私立高等学校等奨学給付金交付事業費（総務部　私学文書課）
△５１，２４７

対象生徒数が見込みを下回ったため

私立専門学校授業料等減免事業費補助金（総務部　私学文書課）
△１００，３５７

対象生徒数が見込みを下回ったため

テレワーク移住者誘致促進事業費　（企画振興部　地域政策課）
△３１，０３７

事業実績が見込みを下回ったため

戦略的情報発信プロジェクト推進事業費（企画振興部　広報広聴課）
△２４，５６２

事業実績が見込みを下回ったため

デジタルマーケティングインバウンド誘客促進事業費（企画振興部　総合政策課）
△２５，８８５

事業実績が見込みを下回ったため

離島航路整備事業費（企画振興部　交通対策課） △１９，０８６

交付実績が見込みを下回ったため

生活バス路線確保対策事業費（企画振興部　交通対策課） △３０，８３３

交付実績が見込みを下回ったため

文化施設感染防止対策事業費（スポーツ・文化部　文化振興課・まなび推進課）
△２５，８２６

事業実績が見込みを下回ったため

新型コロナウイルス感染症対策プロスポーツ観戦促進事業費
（スポーツ・文化部　地域スポーツ課） △２５，７６１

事業実績が見込みを下回ったため

障がい者スポーツ振興事業費（スポーツ・文化部　地域スポーツ課）
△３６，７４８

事業実績が見込みを下回ったため

愛媛国際映画祭開催事業費（スポーツ・文化部　文化振興課）△３６，５００

事業実績が見込みを下回ったため

美術館展示事業費（スポーツ・文化部　まなび推進課） △１１，８０２

事業実績が見込みを下回ったため

(4,251)

(3,500)

(66,441)

(72,150)

(270,708)

(336,512)

(149,697)

(58,806)

(357,157)

(95,807)

(68,401)

(2,364,319)

(211,793)
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日本スポーツマスターズ２０２０愛媛大会開催事業費（スポーツ・文化部　地域スポーツ課）
△７０，９４８

事業実績が見込みを下回ったため

東京オリンピック・パラリンピック聖火リレー開催事業費
 （スポーツ・文化部　地域スポーツ課） △２２，８１４

事業実績が見込みを下回ったため

東京オリンピック事前合宿等支援事業費（スポーツ・文化部　地域スポーツ課）
△５３，３８１

事業実績が見込みを下回ったため

新生活様式対応スポーツ機会提供事業費（スポーツ・文化部　地域スポーツ課）
△１０，５８９

事業実績が見込みを下回ったため

国民体育大会費（スポーツ・文化部　競技スポーツ課） △７１，９６５

事業実績が見込みを下回ったため

水道施設耐震化等促進事業費（県民環境部　環境政策課） △７６，０５３

国の内示額が予算額を下回ったため

避難施設感染防止対策支援事業費（県民環境部　防災危機管理課）
△３７，４８３

事業実績が見込みを下回ったため

地域生活支援事業費補助金（保健福祉部　障がい福祉課） △４０，８６７

国の内示額が予算額を下回ったため

介護給付費負担金（保健福祉部　長寿介護課） △３２７，３１２

給付実績が見込みを下回ったため

介護保険地域支援事業交付金（保健福祉部　長寿介護課） △１２０，０７３

給付実績が見込みを下回ったため

児童福祉施設入所措置費（保健福祉部　子育て支援課） △２３４，５８７

入所者数等が見込みを下回ったため

扶助費（保健福祉部　保健福祉課） △１３５，８８２

給付実績が見込みを下回ったため

介護基盤整備事業費（保健福祉部　長寿介護課） △４９９，９２９

事業実績が見込みを下回ったため

(20,621,695)

(1,136,125)

(2,769,075)

(2,403,645)

(281,192)

(23,040)

(21,855)

(578,210)

(48,075)

(180,582)

(1,555)

(18,849)

(3,355)
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障がい福祉施設整備事業費（保健福祉部　障がい福祉課） △８０，８５１

事業実績が見込みを下回ったため

認定こども園施設等整備事業費（保健福祉部　子育て支援課）
△５１，４２８

国の内示額が予算額を下回ったため

医療施設施設整備事業費（保健福祉部　医療対策課） △１０２，００６

事業実績が予算額を下回ったため

病床機能分化連携基盤整備事業費（保健福祉部　医療対策課）
△３１，４０５

事業実績が見込みを下回ったため

介護施設開設準備経費助成事業費（保健福祉部　長寿介護課）
△１６２，６２８

事業実績が見込みを下回ったため

ねんりんピック開催準備事業費（保健福祉部　長寿介護課） △９，６７０

事業実績が見込みを下回ったため

松山空港利用促進事業費（国際線利用促進関係）（経済労働部　国際交流課）
△１０，４４０

事業実績が見込みを下回ったため

松山空港国際化支援事業費（経済労働部　国際交流課） △１１３，４１９

事業実績が見込みを下回ったため

離職者等職業能力開発事業費（経済労働部　労政雇用課） △１８４，６２６

事業実績が見込みを下回ったため

障がい者就労促進事業費（経済労働部　労政雇用課） △３３，１７７

事業実績が見込みを下回ったため

外国クルーズ船誘致促進事業費（経済労働部　産業政策課） △２６，０５４

事業実績が見込みを下回ったため

しまなみ海道・国際サイクリング大会実施事業費（経済労働部　観光物産課）
△３７，７５５

事業実績が見込みを下回ったため

中国観光交流促進事業費（経済労働部　国際交流課） △２４，５９０

事業実績が見込みを下回ったため

(2,198)

(312)

(165,670)

(8,421)

(513)

(9,238)

(250,884)

(90,371)

(215,322)

(1,003,031)

(61,715)

(839,224)
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韓国観光交流促進事業費（経済労働部　国際交流課） △５５，３８２

事業実績が見込みを下回ったため

台湾観光交流促進事業費（経済労働部　国際交流課） △１５６，５５４

事業実績が見込みを下回ったため

サイクリング国際観光事業費（経済労働部　国際交流課） △９，０００

事業実績が見込みを下回ったため

地域農業生産流通体制整備事業費（農林水産部　農産園芸課）
△１２，１３０

事業実績が予算額を下回ったため

土地改良費（公共）（農林水産部　農地整備課） △６１１，８３５

国の内示額が予算額を下回ったため

国営緊急農地再編整備事業換地受託費（農林水産部　農地整備課）
△３７，０００

受託事業量の減

ため池地震防災対策事業費（農林水産部　農地整備課） △３０，０００

国の内示額が予算額を下回ったため

林業成長産業化総合対策事業費（農林水産部　林業政策課）
△３８１，５６０

国の内示額が予算額を下回ったため

大径原木加工設備整備緊急対策事業費（農林水産部　林業政策課）
△７４，４６６

事業実績が予算額を下回ったため

造林費（公共）（農林水産部　森林整備課） △３４，６２８

国の内示額が予算額を下回ったため

林道費（公共）（農林水産部　林業政策課） △１５３，２５６

国の内示額が予算額を下回ったため

水産物輸出基盤整備支援事業費（農林水産部　漁政課） △２１，７８８

国の内示額が予算額を下回ったため

漁港建設費（公共）（農林水産部　漁港課） △２８，９４２

国の内示額が予算額を下回ったため

国営南予土地改良事業費繰出金（農林水産部　農地整備課） △１１，０００

事業実績が見込みを下回ったため

(217,515)

(1,482,933)

(1,133,975)

(115,701)

(1,776,156)

(95,334)

(40,000)

(3,955,250)

(40,000)

(645,700)

(458,084)

(8,603)

(20,043)
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国営南予土地改良事業費負担金（特別会計）（農林水産部　農地整備課）
△１１，０００

事業実績が見込みを下回ったため

国営緊急農地再編整備事業費負担金（農林水産部　農地整備課）
△６０，０００

事業実績が見込みを下回ったため

耕地災害復旧費（農林水産部　農地整備課） △７３０，９３５

事業実績が見込みを下回ったため

漁港災害復旧費（農林水産部　漁港課） △４２，７２７

事業実績が見込みを下回ったため

えひめ・まつやま産業まつり開催費（農林水産部　ブランド戦略課）
△１３，０００

事業実績が見込みを下回ったため

農業経営改善促進事業貸付金（農林水産部　農業経済課） △２７，０００

造成必要額が見込みを下回ったため

木材産業振興資金貸付事業費（農林水産部　林業政策課） △４６８，３１８

貸付実績が見込みを下回ったため

漁業近代化資金融資費（農林水産部　漁政課） △２７，０７９

貸付実績が見込みを下回ったため

みかんアルバイター確保緊急支援事業費（農林水産部　農政課）
△７２，５００

事業実績が見込みを下回ったため

農業委員会等活動強化対策費（農林水産部　農政課） △１８，２５７

事業実績が見込みを下回ったため

農地集積推進事業費（農林水産部　農政課） △４１，７９７

事業実績が見込みを下回ったため

県産農林水産物輸出促進事業費（農林水産部　ブランド戦略課）
△１３，６２０

事業実績が見込みを下回ったため

中山間地域等直接支払交付金事業費（農林水産部　農地整備課）
△２３５，９３６

事業実績が見込みを下回ったため

(10,610)

(1,135,062)

(72,221)

(130,050)

(20,530)

(99,217)

(18,109)

(97,739)

(469,460)

(2,996,503)

(424)

(43,000)
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地域農業生産流通体制推進事業費（農林水産部　農産園芸課）
△１９，２３０

事業実績が見込みを下回ったため

新規就農総合支援事業費（農林水産部　農政課） △７５，１６２

国の内示額が予算額を下回ったため

野菜生産出荷安定資金造成事業費（農林水産部　農産園芸課）
△３０，２５１

造成必要額が見込みを下回ったため

鳥獣害防止対策事業費（農林水産部　農産園芸課） △８９，０７０

国の内示額が予算額を下回ったため

県産牛肉消費拡大緊急対策事業費（農林水産部　畜産課） △５９，７１８

事業実績が見込みを下回ったため

地籍調査事業費（農林水産部　農政課） △１６４，２４２

国の内示額が予算額を下回ったため

農村環境保全向上活動支援事業費（農林水産部　農地整備課）
△１３２，８２３

国の内示額が予算額を下回ったため

新たな森林管理システム推進事業費（農林水産部　森林整備課）
△２５，５０２

事業実績が見込みを下回ったため

道路橋りょう新設改良費（公共）（土木部　道路維持課） △４０４，６６３

国の内示額が予算額を下回ったため

上島架橋整備事業費（土木部　道路建設課） △６１０，５２６

国の内示額が予算額を下回ったため

自転車走行環境整備事業費（土木部　道路維持課） △１２４，１７７

国の内示額が予算額を下回ったため

河川総合開発費（公共）（土木部　河川課） △１１９，１３７

国の内示額が予算額を下回ったため

海岸保全費（公共）（土木部　港湾海岸課） △３２，２１０

国の内示額が予算額を下回ったため

砂防費（公共）（土木部　砂防課） △２７５，９９１

国の内示額が予算額を下回ったため

(5,405,875)

(170,096)

(1,070,859)

(2,859,354)

(8,723,551)

(270,497)

(62,502)

(420,237)

(723,345)

(205,314)

(21,866,263)

(15,989)

(573,734)
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災害関連緊急地すべり対策事業費（土木部　砂防課） △４，７３７

国の内示額が予算額を下回ったため

港湾建設費（公共）（土木部　港湾海岸課） △３１３，１３２

国の内示額が予算額を下回ったため

三島川之江港荷役機械整備事業費（土木部　港湾海岸課） △８９，２３２

事業実績が見込みを下回ったため

街路事業費（公共）（土木部　都市整備課） △１０，０００

国の内示額が予算額を下回ったため

南予レクリエーション都市公園施設整備費（土木部　都市整備課）
△８，６００

国の内示額が予算額を下回ったため

道路施設点検受託事業費（土木部　道路維持課） △２１，６５７

受託事業量の減

港湾事業補助金（土木部　港湾海岸課） △２０，０９３

国の内示額が予算額を下回ったため

街路受託事業費（土木部　都市整備課） △４８，０００

受託事業量の減

直轄港湾海岸事業費負担金（土木部　港湾海岸課） △２４３，４４８

国の通知額が予算額を下回ったため

土木災害復旧費（土木部　河川課） △２，１０１，７８１

事業実績が見込みを下回ったため

港湾災害復旧費（土木部　河川課） △１００，０００

事業実績が見込みを下回ったため

木造住宅耐震化促進事業費（土木部　建築住宅課） △９９，４００

事業実績が見込みを下回ったため

木造住宅耐震診断促進事業費（土木部　建築住宅課） △１３，７４０

事業実績が見込みを下回ったため

災害復旧・復興対応被災児童生徒就学支援事業費（教育委員会　義務教育課）
△１４，９９８

対象生徒数が見込みを下回ったため

(1,985)

(72,000)

(944,342)

(6,076,561)

(50,850)

(4,190)

(934,205)

(596,657)

(1,582,035)

(256,661)

(105,393)

(493,427)

(364,736)

23



外国語指導助手招致事業費（教育委員会　高校教育課） △４２，０８８

事業実績が見込みを下回ったため

新規採用教員研修費（教育委員会　義務教育課） △２１，０１３

事業実績が見込みを下回ったため

教職員研修旅費（教育委員会　義務教育課・高校教育課・特別支援教育課）
△２２０，０３５

事業実績が見込みを下回ったため

公立高等学校等就学支援金補助金（教育委員会　高校教育課）
△１０３，６０５

対象生徒数が見込みを下回ったため

公立高等学校等奨学給付金交付事業費（教育委員会　高校教育課）
△３５，３６４

対象生徒数が見込みを下回ったため

特別支援学校就学奨励費（教育委員会　特別支援教育課） △４６，３６２

対象生徒数が見込みを下回ったため

県立学校生徒等一人１台端末緊急整備事業費（教育委員会　高校教育課）
△４１，５０３

事業実績が見込みを下回ったため

(192,454)

(1,972,753)

(62,880)

(19,454)

(278,907)

(2,582,596)

(447,645)
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